
Ⅰ．はじめに 

2007 年に学校教育法等の一部改正により，「特殊教育」から「特別支援教育」へ転換が図られてから

10 年が過ぎた。この転換により，特別な教育の場における特別な指導という考え方から，全ての幼稚園，

小・中学校，高等学校（以下，学校等という）においても，幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応

じた教育的支援が必要であることが法的に示された。このことは，これまでの特別支援学校や特別支援

学級だけではなく，通常の学級においても特別な支援を行うための法的な根拠が示されたことに他なら

ない。その結果，全ての学校等において，特別支援教育に関する「校内委員会」の設置や「特別支援教

育コーディネーター」（以下，コーディネーター）の指名等，特別支援教育における校内の体制整備が

進んできた。	

また，2006 年に国連で採択された「障害者の権利に関する条約」を受け，我が国は 2014 年 1 月同条

約に批准し，同年 2月から効力が発生した。この間，我が国の教育分野においては，インクルーシブ教

育を推進するための基盤づくりが進められてきた。中央教育審議会初等中等教育分科会(2012)1)は，「イ

ンクルーシブ教育システム構築のため，すべての教員は，特別支援教育に関する一定の知識・技能を有

していることが求められる。特に，発達障害に関する一定の知識・技能は，発達障害の可能性のある児

童生徒の多くが通常の学級に在籍していることから必須である」と提言している。また，この分科会で

は，小・中学校の通常の学級における発達障害の可能性のある児童生徒は 6.5％程度在籍し，知的障害

またはその周辺にある児童生徒 3％程度を合わせると，約 10％の児童生徒が何らかの特別な支援が必要

であると報告している。このように，特別支援教育を推進するためには，障害児教育に携わる教員のみ

ならず，全ての教員の理解と一定の知識・技能が求められている。	

特別支援教育に関する教員研修の受講状況については、毎年，文部科学省が調査結果を公表している

が，2015 年度の研修受講率は全国の教員全体で 75.9％となり，2014 年度に比べ 0.6 ポイント増加して

おり，年々微増傾向にある(文部科学省，2015)2)ものの，今後，通常の学級を担当する教員への研修が

より一層重要性を増していくと考えられる。しかし，現状を見ると，通常の学級を担当する教員に対す

る特別支援教育に関する研修の参加の機会は少ないことが課題として指摘されている(碓井ら,2010，土

田ら,2007，眞城,2000，齋藤ら 2006)5)6)7)8)。また，長期にわたっての系統的・組織的な特別支援教育に

関する研修システム構築の重要性も提言されている(左藤ら，2016)2)。とりわけ，インクルーシブ教育

システム構築のためには，現職教員に対する特別支援教育に関する校内外の研修の充実が必須であり，

校内研修の実施や校外への研修派遣を一層進めていくことが求められている(藤井	，2015)3)。	

また，2013 年の学校教育法施行令の改正により，学校教育法施行令第 22 条の 3 に該当する児童生徒

であっても，総合的な判断により小・中学校への就学が可能になった。さらに，2016 年に障害者差別解

消法が施行され，障害のある児童生徒に対する合理的配慮の提供が一層求められているなど，小・中学

校においては特別な支援ニーズのある児童生徒の教育に対する役割と期待は今後益々大きくなってい



くことが予想される。	

こうした中，A 県 B 市では，管下の学校のコーディネーターを対象にした研修において，特別な教育

的支援を必要とする児童生徒への合理的配慮の提供を含むインクルーシブ教育システムの構築や校内

における相談・支援体制の充実に関する研修を行っていた。併せて，B 市では，特別な教育的支援を必

要とする児童生徒への対応の充実を図るために，市立小・中学校の教員に対し，B 市が開催する特別支

援教育に関する研修の受講を義務づけ，2014年度から 3年間で全ての教員が受講した。本研究では，こ

の研修（以下，悉皆研修）の受講者アンケートの結果と 1969 年度から毎年度 B 市立小・中学校全校の

学級担任等を対象として実施している「教育経営に関する調査」(以下，教育経営調査)の研修実施前後

の結果の比較から，インクルーシブ教育時代において，特別な支援を必要とする児童生徒に対する理解

と指導・支援の在り方に関する教員研修の成果と課題を検討するとともに，今後の研修の方向性を探る

こととした。	

 

Ⅱ．方法 

	 本研究では，「悉皆研修」における効果の検証方法として，筆者が悉皆研修の担当者であった 2014年

度と 2015 年度の受講者アンケートの結果を基にするとともに，B市が毎年実施している「教育経営調査」

の「特別支援教育」に関する事項も参考とした。	

 

１．「悉皆研修」の受講者アンケートの結果から 

（１）「悉皆研修」の概要	

１）名称	

	 「B 市特別支援教育研修会」	

２）目的	

「悉皆研修」は，A 県 B 市教育委員会が企画・実施したもので，特別な支援を必要とする子どもの

理解と具体的な支援の在り方について研修し，教職員の資質や指導力の向上を図ることを目的とし

た。	

３）内容	

Table1 は悉皆研修の内容である。「障害の理解と支援に関する領域」では，発達障害の理解と支援，

二次障害の予防，障害のもつ意味を，「障害に応じた具体的な支援に関する領域」では，発達障害

の可能性のある児童生徒，注意や学習，社会性・対人関係の 3 つのつまずきに応じた教育的支援，

ほめられるサイクル，授業改善と校内支援体制であった。研修では，受講者が日々の指導の中で直

面する場面を取り上げ，受講者に日頃の対応方法を問いかけたり，具体的な支援方法を提示したり

した。また，2014 年度から 2016 年度までの 3年間，同じ内容で研修を実施した。	



Table1 悉皆研修の内容 

１）障害の理解と支援に関する領域	

①発達障害の理解と支援（学習障害）	

②発達障害の理解と支援（注意欠陥多動性障害）	

③発達障害の理解と支援（自閉症スペクトラム障害）	

④二次障害の予防	

⑤障害のもつ意味～「１／４の奇跡」から	

⑥People	first	

⑦共生	

２）障害に応じた具体的な支援に関する領域	

①発達障害の可能性のある通常の学級の児童生徒		

②注意のつまずきと教育的支援	

③学習のつまずきと教育的支援		

④社会性・対人関係のつまずきと教育的支援	

⑤ほめられるサイクル	

⑥授業改善と校内体制	

	

４）対象	

B 市立小・中学校の全教職員とし，2014 年度が 351 人，2015 年度が 322 人，2016 年度が 311 人，計

984 人の教諭・養護教諭・講師（臨時）を対象とした。また，3年間で全員が受講できるよう，1年間の

受講者を 330 人程度とした。	

５）時期	

2014 年度から 2016年度にかけて 3年間実施した。	

６）アンケート調査の実施方法	

無記名による質問紙調査とした。研修開始前に調査票を配布し，研修終了時に回収した。回収率は

いずれも 100%であり，全ての回答が有効であった。調査内容は，回答者の所属校種のほか，本研修

のねらいを達成させるための内容として有益であったかについて,「とてもそう思う」,「そう思う」,

「あまりそう思わない」の 3件法により回答を求めた。また，講話等の内容で参考になったことお

よび次年度の研修への感想等を自由記述により回答を求めた。自由記述の内容については,	筆者 3

人が協議し，ＫＪ法に準じてカテゴリー化し検討した。	

（２）A 県 B市における「教育経営調査」の概要	

	「教育経営調査」は，B市教育委員会が 1969 年度以来，管下の小学校，中学校の教育経営の実態を様々

な角度から調査し，その結果を分析・考察し，各校における教育経営及び指導の改善に役立てることを

目として毎年実施している。調査は，「教育課程」「学習指導」「特別支援教育」「生徒指導」「キャリア

教育」「学校評価」「教職員研修」の 7項目である。対象者は各項目によって異なっている。	

	



１）「特別支援教育」に関する事項の内容と対象	

「特別支援教育」に関する個人や各学校における意識，特別支援教育に関する校内体制等を質問内容

としている。個人的な内容については，B 市立の小学校 45 校，中学校 24 校の通常の学級及び特別支援

学級を担任する教諭・講師（臨時）全員とした。2013 年度は小学校が 617 人，中学 295 人，2016年度

は小学校が 612 人、中学校は 305 人であり，回収率は 100％であった。	

２）方法	

2013 年度と 2016 年度の「教育経営調査」の結果において，B 市が実施した「悉皆研修」に関連する

「特別支援教育」の内容から 3項目を抜粋し，担任の意識の変容を小・中学校別に年度比較し検討した。

また，本調査の各項目では，「そう思う（十分である）」，「どちらかといえばそう思う（おおむね十分で

ある）」，「どちらかといえばそう思わない（あまり十分でない）」，「そう思わない（不十分である）」の

４件法により回答を求めていた。 

      	

Ⅲ．結果 

１ 「悉皆研修」受講者のアンケート調査の結果 

（１）回答者の属性	

 悉皆研修の調査対象である小・中学校教員数は，2 年間で小学校 397 人，中学校 276 人，計 673 人で

あった。	

（２）研修内容の有益性	

Table2 には，研修内容の有益性について，その結果を示した。小学校教員では，「とてもそう思う」

と回答した者の割合は全体の 86.6%，「そう思う」が 13.4%で，両者を合わせた「思う」(以下「思う」)

が 100.0%であった。中学校では，「とてもそう思う」が全体の 82.2%，「そう思う」が 17.8%，「思う」は

100.0%であった。小・中学校全体では,「とてもそう思う」は 84.8%,「そう思う」は 15.2%であり，「思

う」が 100%との結果を得た。	

Table2 研修内容の有益性	

学校種	 とてもそう思う	 そう思う	 あまり思わない	 思わない	

小学校

(n=397)	
344 人	 (86.6％)	 53		 (13.4)	 0	 0	

中学校

(n=276)	
227	 			(82.2)	 49	 	(17.8)	 0	 0	

全	 体

(n=673)	
571	 	 	(84.8)	 102	 	(15.2)	 0	 0	

	



Table3 には，悉皆研修で有効だったと回答された内容についてまとめて示した。障害の理解と支援に

関する領域では，「障害のもつ意味」「Peaple	fairst」「共生」がそれぞれ 281 件と最も多く，「二次障

害の予防」が 229 件，「発達障害の理解と支援」が 135 件と続いた。「二次障害の予防」には，「これま

での児童生徒へのかかわりを反省する」が 91件含まれていた。	

	 また、障害に応じた具体的な支援に関する領域については，「学習，注意，社会性・対人関係の３つ

のつまずきと教育的支援」が 587 件と多数を占め，次に「授業改善と校内支援体制」が 203 件，「ほめ

られる支援」が 110件と続いていた。	

Table4 には，受講者の自由記述による感想を分類した結果について示した。	

「充実した研修だった」が 80 件と最も多く，内容としては「分かりやすい支援，困り感を減らす支

援に努めたい」「具体的な支援方法を実践してみたい」「自閉症の理解と支援の仕方を知った」「学校全

体に伝えたい」などがあげられていた。次いで「担当の子どもを思い浮かべながら受講した」では，「こ

れまでの子どもへのかかわり方を反省した」「症状だけでなく，原因を探ることの大切さを知った」な

どがあげられていた。他には「継続的な研修を希望する」として，「支援の仕方をもっと学びたい」「繰

り返し学ぶことが大切」といったことが求められるとともに，「自分の立場として捉えた」では，「自分

がその子どもだったらと考えた」「寄り添っていきたい」という感想であった。	

Table3 悉皆研修で参考になった内容（複数回答） 

１）障害の理解と支援に関する領域	

・障害のもつ意味	 281 件	

・Peaple	fairst	 281	

・共生	 281	

・二次障害の予防	 229	

・発達障害の理解と支援	 135	

２）障害に応じた具体的な支援に関する領域	

・３つのつまずきと教育的支援	 587	

・授業改善と校内体制	 203	

・ほめられる支援	 110	

 

Table4 受講しての感想(n=187) 

・充実した研修だった	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	80 件	

・担当の子どもを思い浮かべながら受講した	 	52 

・継続的な研修を希望する	 	 	 	 	 	 	 	 	 	42	

・自分の立場としてとらえた	 	 	 	 	 	 	 	 	 6 

・納得した。安心した		 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	4	

・保護者面談に生かしたい	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 3	

	

２ 教育経営調査の結果 

特別支援教育の状況に関して，次の（１）～（３）までの 3項目について 2013 年度と 2016 年度の結

果を小学校，中学校別に比較した。	

（１）特別支援教育に関する個別の認識の深まり	

	 「校内外の研修により，あなたの特別支援教育に関する認識が深まった」との問いに対しては，小学



校では，「そう思う」との回答が 2013 年度の 31.6％から 2016 年度の 45.4 パーセントへと 13.8 ポイン

ト上昇した。また，中学校では，「そう思う」との回答が 27.5％から 38.0 パーセントへと 10.5 ポイン

ト上昇した。さらに，「そう思う」と「どちらかというとそう思う」を併せた「思う」は，84.0％から

94.4％へと 10.4 ポイント上昇した。(Fig.1-1，1-2)	

	

Fig.1-1 特別支援教育に関する個別の認識の深まり（小学校） 

	

Fig.1-2 特別支援教育に関する個別の認識の深まり（中学校） 

	

（２）特別支援教育に関する教職員の認識の深まり	

「校内外での研修会により，教職員の特別支援教育に関する認識が深まった」との問いに対して，小

学校では，「そう思う」との回答が 2013 年度の 23.3％から 2016 年度の 33.8 パーセントへと 10.5 ポイ

ント上昇した。中学校では，「そう思う」との回答が 21.0％から 30.5 パーセントへと 9.5 ポイント上昇

した。さらに，「そう思う」と「どちらかというとそう思う」を併せた「思う」は，86.4％から 92.8％

へと 6.4 ポイント上昇した。(Fig.2-1，2-2)	

	

Fig.2-1 特別支援教育に関する教職員の認識の深まり（小学校） 
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Fig.2-2 特別支援教育に関する教職員の認識の深まり（中学校） 

	

（３）児童生徒の実態に応じた指導の工夫	

「校内外での研修会により，児童生徒の実態に応じた指導や支援を工夫できるようになった」の問い

に対しては，小学校では，「そう思う」との回答が 2013 年度と 2016 年度にほとんど変化がなかった。

中学校では，「そう思う」との回答が 14.9％から 22.0％へと 7.1 ポイント上昇した。さらに，「そう思

う」と「どちらかというとそう思う」を併せた「思う」は，80.0％から 92.1％へと 12.1 ポイント上昇

した。(Fig.3-1，3-2)	

	

Fig.3-1 児童の実態に応じた指導や支援の工夫（小学校） 

	

Fig.3-2 生徒の実態に応じた指導や支援の工夫（中学校）	
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Ⅳ．考察 

 

１ 研修の成果 

（１）悉皆研修のアンケート結果から	

B 市が実施した悉皆研修の受講者アンケートの結果から，「研修のねらいを達成するために有益であっ

たか」の質問について，小学校と中学校の結果に大きな差はなく，全体では「とてもそう思う」が 84.8%、

「そう思う」が 15.2%で，受講者全員が有益であると評価した。また，「障害の理解と支援に関する領域」，

「障害に応じた具体的な支援に関する領域」それぞれにおいても，多くの受講者から「参考になった」

との回答を得た。とりわけ，「障害のもつ意味」「Peaple	fairst」「共生」に関しては 281 件，「二次障

害の予防」に関しては 229 件，「３つのつまずきと教育的支援」については 587件，「授業改善と校内体

制」については 203 件との結果であった。これらの結果から，B 市の行った悉皆研修が，多くの受講者

にとって満足できる内容であったと推測された。自由記述からは，「担当する子どもを思い浮かべなが

ら受講した」といった回答が 52 件あったことから，学校現場と直接繋がる実践的研修が実施できたと

推察された。また，継続的な研修を希望が 42 件に及び，「支援の仕方をもっと学びたい」「繰り返し学

ぶことが大切である」といった意見から，研修の継続的実施の必要性が示唆された。	

（２）悉皆研修による特別支援教育に関する認識等の変化	

	 「教育経営調査」の「特別支援教育」に関する 3 項目における 2013 年度と 2016 年度の比較から，B

市「悉皆研修」の成果と考えられる点を整理した。その結果，「校内外での研修会等で，あなたの特別

支援教育に関する認識が深まったか」の問いに対し，小学校では，「思う」が 98％，中学校では 94.4％

と高水準に至っており，また，小学校，中学校ともに「そう思う」が 10 ポイント以上高まったことか

ら，「悉皆研修」が教職員の特別支援教育に関する認識の高まりに寄与したものと考えた。さらに，中

学校においては，「どちらかというとそう思わない」が 9 ポイント減っており，中学校教員の認識の変

容が大きかったことがうかがえた。	

	 「校内外での研修会により，教職員の特別支援教育に関する認識が深まったか」の問いに対し，小学

校では「思う」が 95.6％から 97.2％と高水準を維持していた。中学校では，「思う」が，86.4％から 92.8％

へと上昇し，高水準に至っていた。また，小学校，中学校ともに「そう思う」が 10 ポイント前後高ま

ったことが確認され，ここでも「悉皆研修」が教職員の特別支援教育に関する認識の高まりに寄与した

ものと考えた。	

「校内外での研修会により，児童生徒の実態に応じた指導や支援を工夫できるようになったか」の問

いに対しては，小学校では，「そう思う」「どちらかというとそう思う」など，回答の割合にほとんど変

化がないことからすると，小学校では「悉皆研修」以前から児童の実態に応じた指導・支援の工夫があ

る程度できていたことがうかがえた。一方，「そう思う」の値が大きく変化しなかったことは，特別支



援教育の抱える困難さと「悉皆研修」の内容・方法の限界を示唆した結果と推測した。	

中学校では，「思う」が 80％から 92.1％に大きく上昇した。中学校では，生徒の実態に応じた指導や

支援が進んだと言えよう。また，「そう思う」が 7.1ポイント上昇し，「どちらかといえばそう思わない」

が 10.4 ポイント減少したことから，「悉皆研修」が生徒の実態に応じた指導・支援にある程度寄与した

と考えた。	

 

２ 研修の課題及び改善の方向性 

（１）研修と各学校における実践力との関係の評価	

研修の受講者アンケートでは，多くの教員が満足していると回答していたことから，悉皆研修が児童

生徒の「障害の理解と支援」「障害に応じた具体的な支援」に寄与したと推察された。とはいえ，研修

自体が目的ではなく，その結果各校における特別支援教育に関する専門性の向上や日々の実践が充実し，

それがどのように成果として表れているのかを検証していく必要がある。例えば，学力状況調査や学級

内の人間関係のある程度の指標となるＱＵ調査の結果などとの関連においても，特別支援教育の研修と

実践の評価を検討していくことが求められよう。	

（２）研修の体系化	

「悉皆研修」の受講者アンケートからは，「悉皆研修の継続希望」も多くあげられていた。このこと

は，特別支援教育に関する研修の継続が必要との受講者の認識と捉えられた。今後は，「悉皆研修」の

今後の在り方と受講者の認識の高まりに応じた内容の吟味など，教職員の特別支援教育に関する研修へ

のニーズを把握した研修の実施が大切であると考えた。一方，「教育経営調査」では，小学校教員が「児

童の実態に応じた指導・支援の工夫ができるようになった」の結果にあったように，「そう思う」が悉

皆研修前後を比較すると，0.2 ポイント増の 21.6％とほぼ変わらなかった。このことは，授業での工夫

など，より具体的・実践的研修の必要性と同時に，「悉皆研修」では実践的研修の限界があることを示

唆しているものと考えられた。よって，各校が，自校や学年・学級，さらには一人一人の児童の実態に

応じたさらなる研修を工夫し進めていくなど，「悉皆研修」と各校における実践的研修との組み合わせ

などによる研修の体系化の検討が求められよう。	
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